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日米科学協力 (樽に ｢磁性理論セ ミナー｣｢超高圧
セ ミナ-｣)について
名 古 屋 物 性 若 手 グ 〟 - プ
日米科学協カ年)プログラムにもとづいて :67年 9月に開 らかれる ｢磁性理論
セ ミナ-｣及び ′67 年 6月に開毎か艶る ｢日栄科学合同'委員会｣で計画決定
されようとしている ｢超高圧セ ミナ-｣に関 して､物性研究者の中に種 々の庚
間点をも?ている人が多 (いるので,. 物性研究者の民主的組織機関であ_阜 ｢物
=･.;i,'･L.
性小委員倉｣ (以下 ｢物小委｣と略す)で議題 として琴上げ られ討論 し､公聴
会を開 らかれるよう､特に計画が具体化 している ｢菰性理論セミナ-｣につh
て2月20日に開 らふれた ｢物小委｣に要請致 しました｡




2) ｢磁性理論セ ミナ ー｣に欝する公準会Q-)開催





種 々の科学研究活動を行って来てtlJlます.これ らにて らしてみたとき､ 今 Eu]の
｢磁性理論セミナー｣には多 (の慶間点があbますO ｢物小委｣は 日本の物性
研究のオルガナイザーとして､物性研究者の総意にもとづいて組織された民章
機関であb､従って当然､1記 ｢麓性理論セ ミナ-｣につレヽての旋間葱 ｢物'j､
委｣において議論され物性研究者の総意を引き出 し､日本の物性研究者の見解
を明 らかに し考ければな らなhと考えます｡､●､





うとしている｡ この ｢日米科学協力事業｣ならびに ｢日米科学合同委員会｣は
r日米安全保障条約｣を科学面か ら強化発展させる目的で作 られたものであb














ressonMagnet,ism が開かれます ｡ この際､日本か ら出来るだけ多 くの人
を参加させる目的で､白米科学協力プログラムにもとづいて r故性理論セ ミナ
-｣が9月 18-21日にBoston附近において開らかれ､ こ の ｢セミナー｣
-の参加者 (10人まで)に対 して ｢日米科学協力事業委員会｣と ｢日米科学
協力事業審査会｣の 2つの委員会をもつ ｢日本学術振興会｣が旅費､滞在費を
出 して援助する予定になってお_bますOそしてこの ｢セ ミナ-｣を意義 あるも
のにする具体的計画が進められ､現在では永宮健夫 (日米科学人物交流委員)
久保菟五両氏のみに よって､参加者の人選が行なわれようとしていますOなお







(li 我 々は科学 の国際協力を進める場合､ ｢日本学術会議｣が ｢科学の韓襟
懐力についての見解｣ (′61,10･27才 34回総会) として出 してLr.る置際協







国際協力は この原則に もとづき民主的に韓進されなければな らなftJlと考 えま
す｡叉 ｢日本学術会議｣が牙 34回総会で採決 した ｢必要によi,その都度､日
米委員会との協力のあb方及び具体的内容にかん し､一本会議の自主的立場か ら
検討 しかつ､対処する｣ことが忠実に実行されなければな らなhと考えますe
(2)さ らに科学者が科学者の社会的責任 をhかに果た して行 (べ きかとい う
ことは非常に重要な問題であbます｡この観点か ら我 々は '66年 4月に出され
た ｢ベ トナム戦争に対する物理学者の声明｣を支持 しています｡即 ち､ 我 々は
自国の独立 と平和を願 うベ トナム人民をナパ -ム弾､毒ガスな ど非人道的な兵
器を使って殺親 し'続けてい るアメリカの軍事体制に反対するとともに､ 日本政
府は ｢日米安保条約｣に従って､ベ トナム侵略 を続けるアメリカの東南ア ジア
政策に療穣的に協力 し在 日米軍の基地使用 ､ 沖縄の核基地化,原子力潜水艦 の
寄港等を認 め､アメ リカと反人民的従属的軍事同盟を結んでいることに反対 し
ま,すo
我々はこの2つの感度′に基づいて複雑な社会情勢のもとで行なわれる国際交
流に対処 して行 くべ きセあると考えます｡
さて ｢磁性理論セ ミナ-｣に関する問題点 として､まう牙 1に､上記セ ミナ
5ー41-
-牲 ｢日華科学合同委員会｣のもとで計画された滝の-で､ ｢日米科学督同委員
会｣は ｢日米安保条約｣の牙2条の目的を達成するための J61年 6月池毎{.･を













･文北 ･科学 の分野における両国間の協力の政治的重要性から ｢日米科学合同
委員会｣がつ くられたものです｡
このように ｢冒米科学合同姿見会 J.は日米 の科学者の自主発案によるもので
はな く政府間のとかきめで決定された ものであって､その設置は両国の科学の
-層の発展 とい うよbほアメリカの対外政策の一環としての政治的役割に主眼
が置かれて折 ると考え られますO従って上記セミナーは ｢安保条約Jを科学博





こと,又現在連吟られている研究テーマの中には 2 , 3の危険性の高い ものが






すO これ らの研究は沖縄在 日米軍基地か らベ トナム侵略-多数のジ干シ トー磯が
hききしている現状､又原子力潜水艦､･.原子力空母等が太平洋上で実戦配置に
つ桓てめる現状､ ベトナム侵略での化学兵器使用､農毎物 の聾薮等の硯枕を見
た場合 卜 上記研究は軍事研究に直麿 してIvl-るものです｡麗って､ 上記セ ミナー




委員が全ての肇 利を遮って卦､わ､ T日本学術振興会｣内で も､少数の有力者に
よって審議運営される しくみになっています｡~このようなや b方は 10年来､
政府の-質 してとって来た敢府たよる科学の統制､少数のボスによる-競制政策
と-致 してお れ､研究者の-自主性は全 く考慮されていません｡このようなノレー
トで研究のテーマが決ま/h∵､各値当b多額の金が出ることは､.我々の研究の 自
由を うばい､我々の民主的確利を うばh､.･B本の研究体制をゆがめる危険性を
持ってhますO上記セ ミナーはテ -マの決定等の内容形式な らびにセ ミナ--
の参加者の決定等の運営について少数の人だけが日本側の全ての決定権を~持っ




す｡はなはだ し(は ､ 中国への公務員の渡航を出張 と認めず､そのため年次休
暇か らとらなければなち ず､長期にわたるときは減俸を受けなければな9ませ




に障害にな-るのではないかと考え られます｡又 ｢日米科学合同委員会｣のセ ミ
ナ■-ができたために ｢日本学術会議｣の放資が･､-ったb､増額の分が くわれ る
のであろ うと考え られますO縫うて上記-セ ミナ-は国際交流をゆがめるおそれ
-545-
を持っているので､我･々は上記セミナーに反対するものであるO
矛 5に,上記セ ミナ一･はセ ミナーで行なわれる発表､討論の内容は印刷発行
しな1mとしています｡これは ｢日本学術会議｣の向原魅力五原則の5番 目の成
果を公開する原則に明らかに達反 してお_t)ますので､ 上記セ ミナT に我 々は反
対 します｡
上記セ ミナーの ような国際協力が民主的に運営がなされず､秘密樫に-部有
力者に よって運営されること､かつそれが ｢安保条約｣のもとで発足 した ｢日
米科学合同委員会｣の計画でなされていることは､日本F'D科学研究を非常にゆ
がめるもIDと考え牽す_ので､各研究室でこの ｢日米科学合同委員会｣について
又上記 ｢磁性理論 セミナ-,｣及び計画が進んでいる ｢超高圧セミナー｣につレ1
て討論されるよう要請 します ｡
最後に我 々は決 して､日米の有力な物性研究者が参加す る r磁性理論セ ミナ
一ー･｣及び ｢超高圧セ ミナ ｣ーそれ自身に反対するものでな く､ ｢E-3米科学合同
委員会｣な らびに日米科学協力プログラムに従って開 らかれる上記 セミナ -那
上述 の間誼点を含むが故に反対することを附加 します｡
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物性研究の創刊以来会計を担当 して頂いたプログ レス刊行会の須田さんが見
事司法官試験に合格されました ｡ 戒におめでたい事ですが､この4月か ら研修
生 と.して東京へ行かれることになb､刊行会を退職されますので,われわれは
有能な会計 (兼法律相談役)を失 うことになbま した ｡ 残念ですがやむを樽ま
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